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■2025年度総括文書 

 

１．202６年新年冒頭の大橋2.2026年２月２７日開催の一般社団法人SDGs市民社会ネットワーク 9周

年挨拶より共同代表理事の挨拶より 

 

 

１．これでは正月を祝えない～積極的平和を希求して～ 
 

一般社団法人SDGs市民社ネットワーク共同代表理事　大橋正明 

 

元旦と3日のショッキングなニュース 

　今年の正月、めでたい気分は早々に消え失せた。その理由は、元旦にイスラエル政府がガザで人道支援す

るNGOの活動許可を取り消し[1] 、続く3日には米国がベネズエラを攻撃しマドゥロ大統領を拘束・移送し

たからだ。 

 

イスラエルによる国際NGO活動の禁止 

　イスラエル政府は、攻撃下のパレスチナ自治区ガザで人道活動に従事してきた「日本国際ボランティアセ

ンター（JVC）」、「パレスチナ子どものキャンペーン」、「国境なき医師団」（MSF）を含む国際NGO37団体

の活動許可を元旦に取り消した。イスラエル政府は約一年前にも、国連パレスチナ難民救済事業機関 

(UNRWA) の活動を同国内で禁止する法律を成立させている。 

　人口222万人のガザの2023年10月末以来の死者は約7万人、負傷者は約17万人だ。人口に対する死

者の割合は3%、負傷者は8%、つまり住民の11％もが死傷している。現在の日本の人口に置き換えると、

死者369万人、負傷者1355万人という大惨事だ。不確かな統計だが、アジア太平洋戦争での日本の死者

は310万人[2] 、1945年の推計人口[3] の4.3%なので、それに匹敵する事態が僅か2年余りの間に生

じていることになる。 

 

国際NGO[4] はガザで、野戦病院や初期医療センターの大半、緊急シェルターでの対応、水と衛生サービ

ス、急性栄養不良の子どものための栄養安定センター、地雷対策活動などを運営・支援してきた。今回禁止

されたNGOのこれまでの活動がなければ、ケガや病気、飢えなどで亡くなった人の数はもっと多かったで

あろう。これらのNGOが不在の今後を想うと、暗澹とした気持ちになる。 

 

米国によるベネズエラ攻撃とマドゥロ大統領の拘束 

3日早暁に突如行われた米国によるベネズエラへの軍事攻撃とその大統領の拘束・米国への移送は、トラン

プ大統領が理由とする麻薬取引の疑いがあるとしても、決して許されることではない。これではロシアによ

るウクライナ侵攻を非難できないし、中国の台湾を睨む動きを止められない。つまりこれまでの国際秩序が

根底から崩壊し、いくつかの強大国による帝国主義的支配が広まることになりかねない。アメリカ・ファー

ストを掲げるトランプ大統領の今後の動きに、本音が現れるか注目される。 

 

ちなみに米国による同様な他国への軍事攻撃とその政府トップの拘束は、1989年末から翌年初頭にかけ

て中米のパナマで麻薬取引を口実に行われ、支配者ノリエガ将軍を拘束し、その後ノリエガは刑務所で病死

した。表向きの理由である麻薬取引を本気で無くすなら、米国の麻薬の消費や需要の取り締まりを最優先

すべきではないか？アヘンを中国に蔓延させ、アヘン戦争を仕掛けた当時の強大国の勝手さを想起させ

る。 
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この次は2003年、大量破壊兵器を所有しているという大義でイラク戦争を始め、サダム・フセイン大統領

を拘束し、数年後に同国で処刑された。しかしイラクに大量破壊兵器が存在しなかったことは、記憶に新し

い。これらの際の米国は長期間の東西対立で勝利した「世界の警察官[5] 」として、世界で唯一の強大国

だった。 

  

人道支援の大幅削減で苦しむ「取り残された人々」と私たち 

周知のように独裁政権下のベネズエラからは、政治的迫害や経済的困窮などにより人口の4分の1の約8

百万人が国外に逃れ[6] ており、数年前から大きな国際問題となっていた。こうした難民や避難民への人

道支援は、その人々の安全や生命に関わる極めて重要な活動だ。 

 

ところが一年前に就任したトランプ大統領が米国際開発局（USAID）を解体して以来、世界中で人道支援

や開発援助の大幅な削減が続いている。例えばミャンマーから逃れバングラデシュのキャンプに暮らす115

万人のロヒンギャ難民に毎月支給される一人当たりの食糧費は、昨年中途から半額の6ドルに削減され

た。これでは最低限必要な主食を購入するのも厳しいために、高齢者や障害者などの世帯が飢え、少女な

どが児童婚や人身売買の高いリスクに晒されている。 

 

インドにも大よそ5万人の主にミャンマーから逃れた難民が、国連難民高等弁務官事務所（UNHCR）に登

録されている。この人たちの内、高齢者や障害者の世帯に対する毎月の手当も、昨年から予算削減を理由

に支給されなくなった。 

 

マレーシアでも19万人ほどの難民がUNHCRから認知され、さらに数万人がその認知を待っているが、こ

の組織の人員が大幅に削減されたせいで、この認知作業がさらに遅滞して数年間も待たされ、その間は仕

事も出来ず本人も周囲も困り果てている。また難民の子どもが公立学校に通えない代わりの難民コミュニ

ティスクールへのUNHCRからの補助金も止まってしまった。 

 

こうした人道支援の大幅削減を、日本で暮らす私たちはほとんど知らない。しかし「誰も取り残さない」こと

をモットーにする私たちSDGs市民社会ネットワークにとっては、SDGsの達成から世界がますます遠のく

非常事態である。 

 

　上で述べたように、これまで営々と大切に築いてきた多国間主義や人道支援のシステムが音を立てて崩

れていっている。そんな状況だからこそ、私たちは最も取り残されそうな人々の立場に立って、達成期限ま

で残り5年を切ったSDGsの達成のアドボカシーに今年も一層取り組んでいく必要がある。積極的平和の

実現を求めて！ 

 

 [1]https://mainichi.jp/articles/20251231/k00/00m/030/110000c 

 [2]https://www.hns.gr.jp/sacred_place/warcasualty.html 

 

[3]https://search.yahoo.co.jp/search?ei=UTF-8&fr=mcafeess1&p=%E6%97%A5

%E6%9C%AC%E3%81%AE%E4%BA%BA%E5%8F%A3 

 [4]https://www.bbc.com/japanese/articles/c0edj20nwp0o 

 [5]https://www.jfir.or.jp/2014/01/01/7119/ 

 

[6]https://news.yahoo.co.jp/articles/3371b304aefaed51802d8d52ad00e86cdf4

435f5 

 

2.2026年２月２７日開催  9周年挨拶より 

 

多国間主義の危機と市民社会の役割、そして持続可能な未来への展望 
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一般社団法人SDGs市民社会ネットワーク 共同代表理事 三輪敦子 

1. 国連の危機と国際秩序の変化  

   第二次大戦後の国際社会は、国連を中心とする多国間主義を大切にしてきた歴史がありますが、国連創

設から80年が経過し、創設時には想定していなかった変化を経験しています。  

第一の変化は、平和と安全保障に対する、かつてない脅威です。民主主義、法の支配、人権を一顧だにし

ないリーダーが登場し、国際社会が大切にしてきた理念をないがしろにしている現実は国連の危機以外の

何ものでもありません。しかし一方で、国連が憲章に掲げる任務を完全に履行してきた時代は、過去に一度

も存在しなかったのも事実です。克服することができないまま今に至っていた構造的な弱点や要因が、現

在の危機の一因であるという客観的な事実を認識し、課題に向き合う必要があります。 

第二の変化として、市民社会の声が国際的な議論に欠かせないという認識の定着を挙げることができま

す。SDGs策定の過程でも「メジャーグループと他のステークホルダー（Major Groups and Other 

Stakeholders: MGoS）」と称される多様な市民社会組織が参加するグループが重要な役割を果たしま

した。国連が主催する国際会議でも、様々な形で市民社会が関与、参加するようになっています。これも80

年間の国連の歴史の中で生まれた変化です。 

さらに、市民社会が直面する課題はグローバルに共通しているという認識も、ここ数年で確固たるもの

となりました。米国における「We are the 99%」という主張に象徴される深刻な格差は、日本国内、そし

てグローバルサウス諸国においても同様に存在しています。 

2. 未来への協定と具体的課題  

   現在のグローバルな危機に対処する上で、重要な参照点となるのが2024年9月の国連未来サミットで

採択された「未来への協定」です。 「未来への協定」には、具体的なガバナンス改革が打ち出されています。

安全保障理事会の常任理事国が国連憲章に反する行動をとっている現状において、とりわけ安保理改革

は喫緊の課題です。資金面においては国際金融アーキテクチャの改革が打ち出されており、これは開発資

金の今後を左右する問題です。さらに、平和と安全保障に関しては、「核廃絶」が盛り込まれました。 

これらの改革プロセスを前進させるためには、多様性、交差性、複合的な脆弱性、および不平等に留意し

て市民社会の声を丁寧に集め、政策変更に結び付ける力が求められています。 

3. 日本における市民社会の浸透と課題  

 

    日本国内においても、市民社会の声を政策に反映させる動きは確実に進んでいます。欧州議会の対日

交流議員団から日本のジェンダー課題について話すよう求められた際に、議員団の団長を務めておられた

女性議員の方が「市民社会の声を聞いて初めて私達の社会に関する理解が完全になる」と発言されたので

すが、こういった認識は日本政府にも浸透しつつあるように感じています。 

具体的には、2025年の「国連持続可能な開発ハイレベル政治フォーラム（HLPF）」にあたり日本政府が

提出した「持続可能な開発目標に関する自発的国家レビュー（VNR）」において、1章を割いてステークホル

ダーの報告が盛り込まれました。この報告には、SDGsジャパンが発行した「スポットライトレポート」をはじ

めとする市民社会の知見が具体的に反映されています。また、外務省と市民社会の対話の場である「ODA

政策協議会」は、2026年に30周年を迎えます。政府とNGOが意見交換の場を持つこと自体が困難で

あった時代を経て、この枠組みが30年間維持されてきた事実は重要な成果です。 

しかしながら、日本社会には、構造的変化に関する消極的態度がまだまだ根強いと言わざるを得ませ

ん。最大の課題はジェンダー平等です。これはVNRの中で、政府自身も課題として明記しています。他国で

起きている変化が日本で起きない背景には、高度経済成長期の成功体験がメンタリティーとしていまだに

根深く残り、構造変革、変容を妨げている側面があります。気候変動対策への投資を「経済的負担」と認識
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し、対策そのものを「私たちに我慢を強いる変化」と捉える社会の傾向にも、同様のメンタリティーが表れて

いるように感じます。 

    良く知られているように、「生き残るのは、強い種でも賢い種でもなく、変化に適応する種」です。この観

点に立てば、危機を克服するための構造的な変化に消極的では、日本の政治、経済、社会の未来には暗雲

が立ちこめているのかもしれません。威勢のいい抽象的な言葉で未来を語るのではなく、歴史に学び未来

を見据える見識と、構造的変化を実現する理念とプロセスが必要ではないでしょうか。 

4. 今後に向けた3つの指針  

    2030年のSDGs達成年に向け、今後の活動では以下の3点を重視します。 

   1）SDGsは「社会のあらゆる課題は全て繋がっている」ことを理解するための最強のツールです。いまだ

に日本では、フードロスやプラスチックごみの削減に代表される個人レベルの行動でSDGsが理解、実践さ

れる傾向が強いのが現状です。環境、社会、経済、そして平和の課題が地続きであるという認識を広げ、人

権と尊厳の観点から改めてSDGsを追求し直す必要があります。SDGsジャパンの事業ユニットとして活動

を展開してくださっている「開発」、「環境」、「教育」、「国際保健」、「社会的責任」、「ジェンダー」、「障害」、「地

域」、「ビジネスと人権」、「防災・減災」、「ユース」は、すべて互いに関係しあっていますし、ジェンダー平等を

はじめとする共通の課題を抱えてもいます。日本政府のSDGsに関する政策文書である「実施指針」では

「エビデンスに基づいた実施の加速」が掲げられていますが、障害に関するグローバル指標の整備不足など

があり、そのことがすべての分野の連関性に関する理解を妨げていると感じています。また、互いに関係し

あっている課題への具体的な対応にあたっては、縦割り行政の克服が課題であると感じています。 

    2）短期的な困難や2030年までの目標達成の厳しさに目を奪われず、長期的な視点で未来を展望する

力が必要です。米国の気候変動対策の現場においては、トップの交代により環境政策が後退する中にあっ

ても、各州の行政職員が「政権の任期は4年だが、私たちは50年後を見据えて取り組んでいる」と確固たる

情熱を持って職務を遂行している事例があります。この長期的な覚悟と熱意が日本にも必要です。 

   3）「もし明日世界が滅びるとしても、今日私はリンゴの種を植えるだろう」という言葉にある通り、深刻

な危機や不安に直面しても、絶望することなく、今日できる活動を淡々と積み重ねていく姿勢も重要では

ないでしょうか。人種差別と性差別の問題に生涯、取り組んだ作家であり活動家、ジェイムズ・ボールドウィ

ンの次の言葉も私たちに希望を与えてくれます。 

「直面したからといって、全てを変えられるわけではない。しかし、直面しなければ何ひとつ変えられない」 

これらの言葉と信念に支えられ、活動を広げていくためには、孤立せず、共に活動を推進する仲間とネッ

トワークの存在が不可欠です。SDGsジャパンで活動するなかで、「一人じゃないのは素敵なこと」であるこ

とを実感しています。SDGsジャパンに集う多様な会員のネットワークをさらに拡大し、2030年の目標達

成がどれほど困難であっても、諦めることなく一歩ずつ具体的な実践を進めてまいります。 

 

 

 

 

 

 

■2025年度事業方針（2025年3月18日理事会） 

「誰一人取り残さないSDGsの達成を市民社会から幅広い政策提言をおこなう」ことをビジョンに掲げてい

るSDGs市民社会ネットワーク（以下、SDGsジャパン）は、SDGsの達成期限2030年の後半戦、2024年

～2026年の3年をネットワーク拡大期とし、これまでの2016年～2023年の前半7年の活動を確実に

アップデイトし、誰一人取り残さないSDGsの達成を加速化することに貢献する。 

 

世界がますます分断され、市民社会スペースの縮小が顕著な中、SDGsの世界有数の認知度を誇る日本社
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会において、SDGs市民社会ネットワークが誰一人取り残さないと言ったときに特に重要視している、貧困

の解消、格差の是正、人権を全ての提言の根幹に据え、事業を展開する。 

 

しかしながら、社会状況全般は、市民社会に対してもSDGs推進に対しても、2016年当初よりは、熱量が

下がっているため、事業実施、ネットワーク運営に関しては、これまでの積み上げのみに依存せず、新しい挑

戦が求められている。 

それらの状況をうけ、以下の４つの具体的な方針のもと活動を推進する。 

 

１．市民社会によるSDGsに関する政策提言活動がより活発になるように、SDGsジャパンがハブとな

ることをさらに明確化する。そのために、支援者拡大を多様な関係者と構築し、ローンチする。 

２．誰一人取り残さないSDGs達成に向けた市民社会の役割と重要性が強化される。そのために、日

本の市民社会の活動と実績をデータで示しながら、テーマを越えた知見の共有が行われるように、

事業ユニット、会員の活動を活性化する。 

３．2027年のSDGサミットを見据え、これまでの提言や見解をさらに深化させるとともに、幅広い関

係者からの声を届ける政策提言活動を行う。 

４．誰一人取り残さないSDGs達成のための、グローバルな組織やネットワークと日本の市民社会の連

携が深まり、国際・日本・地域の各レベルでのビジョンや活動が共有されている。また、各レベルの

情報にアクセスする市民社会団体が増えている。そのために、可視化されるツールを作成する。 

５．上記1～４が達成できるように、ネットワークの拡充と基盤整備を行う。 

 

１．政策提言事業（事務局担当：小松） 

【2025年度の重点と活動方針】 

 

方針：SDGsの達成を目指す政治的意思決定のプロセスに 

　　　　市民社会が十分に参画できる仕組みを実現させ、 

　　　　社会の変革の担い手として活動を推進できる状態を目指す。 

 

■実施体制　事業ユニット＋事務局 

 

事業ユニット　2025年度活動報告 

ユニット名 

（順不同） 
202５年度の主な活動 主な成果・提言等 

開発 

１）SDGs達成に向けた提言・対話・発信 

・自発的国家レビュー（VNR）へのパブコメ提

出（4月） 

・参院選マニフェストに向けた働きかけ（5月） 

・自発的国家レビュー（VNR）に対する評価コ

メント（6月） 

・持続可能な開発のためのハイレベル政治

フォーラム（HLPF）に参加（7月） 

・国連北東アジアマルチステークホルダー

フォーラムおよび北東アジア市民社会フォーラ

ムに参加（10月） 

・国連持続可能な開発に関するアジア太平洋

フォーラムに参加（2月） 

【成果】 

・国内外でODA・開発資金に関する政策

提言を実施し、日本政府との政策対話や

社会に対する発信を実施することができ

た。 

 

・「持続可能な開発資金枠組み達成に向け

た市民社会ネットワーク（JFFネットワー

ク）」によるネットワークの発展や財務当

局との対話、国際連携の推進、勉強会開

催による知見の深化などを進めることが

できた。 
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2）G7/G20への提言・対話・発信 

・開発ユニットメンバーによるC7運営委員や

C7/C20WGへの参加 

・C7サミット（4月）、G20ソーシャルサミット（

11月）への参加 

・ODA政策協議会へのG20議題提案（10月） 

 

3）開発・気候資金に関する提言・対話・発信 

・・第4回開発資金国際会議に向けた外務省と

の個別面会（5月） 

・第4回開発資金国際会議への参加、報告会の

開催（7月） 

・ODA政策協議会への議題提案（7月） 

・国際金融構造に関するアジアCSO戦略会議

の開催（9月） 

・海外NGOとともに財務省と個別面会（9月） 

・IMF・世界銀行年次総会への参加（10月） 

・財務省・NGO定期協議への議題提案（11月） 

・IMF・世界銀行年次総会、国連国際租税協力

枠組み条約交渉、G20関連会合報告会の開催

（2月） 

_・メキシコCSOとのWS開催、財務省との個別

面会（2月） 

・世界銀行西尾副総裁（開発金融・IDA担当）・

FCV担当部局との面談（2月） 

 

４）平和と安全に関する提言・対話・発信 

・「HAPIC2025」オープニングイベント実施（

11月） 

【提言】 

1.開発資金と開発協力 

2.開発協力の基本原則 

3.持続可能な開発のための平和で包摂的

な社会の促進 

地域 

①地域ユニット定例会議・オープンデイ等 

毎月第2木曜日に定例会議をオンライン開催

し、全国各地のSDGs取組について情報交流

するとともに、「ローカルウォッチ」「調査プロ

ジェクト」「情報発信」「C7・折り鶴プロジェク

ト」「他ユニットとの交流（社会的責任・防災ユ

ニット）」等のプロジェクトを実施した。 

また、オープンデイ＆対面ミーティングを10月

9日（木）・10日（金）に広島市でハイブリッド開

催し、全国及び広島でSDGsに取り組んでいる

団体の情報交流を行うとともに、グローカルな

視点による地域活動の手法やSDGsの課題に

ついて学び合い、SDGs後半年の課題や地域

で取り組むこと等について意見交換した。 

【成果】 

・定例会議及びローカルウォッチを通じて、

SDG・ターゲットに係る全国各地の情報を

計40収集した。 

・オープンデイでは、新規で1都2県（宮城

県、東京都、広島県）から計4団体の参加が

あり、対面ミーティングを通じてSDGs後

半年に向けた課題について熟議することが

できた。 

・全国調査プロジェクトでは、3年間で積み

上げた成果を行事及びツールとして発信

し、地域におけるSDGs実践を推進した。 

・折り鶴プロジェクトでは、国際会議の機会

や世界中の市民社会組織との交流を通じ
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②NPOのSDGs全国調査プロジェクト 

赤い羽根福祉基金の助成金を活用し、2023

～2025年度の3年間で「NPOのSDGs推進

に関する調査研究プロジェクト」に取り組み、

2026年1月29日（木）に集大成となるイベン

ト「地域イノベーション×SDGs全国オンライン

セッション～クロスセクターで描く地域の

2030ビジョン」を開催するとともに、地域で

の実践にフォーカスしたSDGs推進のツール

として、国内10地域からの提案や実践のため

のヒントを取りまとめた「SDGs虎の巻～地域

の暮らしと地球をサステナブルにする未来に

向けた実践と指針～」を制作・発行した。 

https://www.sdgs-japan.net/single-

post/sdgs-toranomaki 

 

③SDGs折り鶴プロジェクト 

G7広島サミットで実施したSDGs折り鶴プロ

ジェクトの継続展開として、「G7サミットに日

本の市民社会の声を届けるプロジェクト

2025」と連携し、4月にカナダで開催された「

C7サミット2025」に市民の声と折り鶴を届

けた。 

 

④情報発信 

地域ユニットの活動内容や成果物等について、

WebサイトやSNSを通じて情報発信した。 

 

て、グローカルなSDGs活動を生み出した。 

 

 

【提言】 

全国調査プロジェクトの集大成として、全国

10地域の取組事例、実践的なメソッド、対

話のヒントを取りまとめた「SDGs虎の巻」

を制作・発行し、1月29日(木)に開催した

総括イベント「地域イノベーション×SDGs

全国オンラインセッション〜クロスセクター

で描く地域の2030ビジョン〜」では、各地

から3つのテーマ「包摂と変革のシナジー効

果を市民社会からおこす」「平時も、災害時

も、人口減少下の地域における高質な田舎

の新しい形」「変革期の地域プラットフォー

ムとは」を提言するとともに、現場の実情を

政策に結びつけていく未来志向の協働関

係の構築について対話した。 

 

 

社会的責任 

・2025年5月20日SRフォーラム２０２5「組

織のガバナンスと人身売買・強制労働・現代奴

隷（HTFLMS）に関する国際規格ISO37200

の最新動向」をハイブリッド形式で開催。ビジ

ネスと人権分野の国際的な法令・規格整備が

日本の企業・行政の調達にもたらす影響につ

いて議論。 

・2025年7月15日SRセミナー2025第1回「

SDGs後半に向けた布石 誰ひとり取り残さな

い『子ども』「防災』の課題に取り組み マルチス

テークホルダープロセスとRBAを地域で実践

しよう！」をオンライン開催。 

・NPO/NGOが自らの組織で取り組むSR（

NSR）推進についての共有会を2025年7月１

５日にオンライン開催。 

 

【成果】 

策定中の人権分野のISO規格である

ISO37200 についての最新情報を会員

団体等を対象に共有することができた。 

RBA（権利に基づくアプローチ）など人権

関連の社会的責任に関する課題について

多様なステークホルダーと対話、連携しな

がら取り組むことが大切であることが確認

された。 

 

【提言】 

公共調達における社会責任調達の取り組

みの拡がりを促すため、SDGs（持続可能

な開発のための2030アジェンダ）のター

ゲット12.7にちなんで、12月7日を社会責

任公共調達の日とすることをNNネット（

SRユニット）として宣言している。 

障害 

 劇場やスタジアム等における車いす用席の

サイトラインの確保に関する要望提出 

 「学校施設のバリアフリー化の推進に関する

【成果】 

 日本障害フォーラムで障害者基本法の改

正に関する意見をとりまとめ 
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検討部会」に参加 

 DPI日本会議、全国自立生活センター協議

会、ピープルファーストジャパンの３団体で

地域移行ロードマップ勉強会立ち上げ 

 バリアフリー法基本方針第４次目標（

2026-30年度）の議論 

 東京大学大学院教育学研究科と連携し社会

モデルの講義 

 「障害者に対する偏見や差別のない共生社

会の実現に向けた対策推進本部」で意見陳

述 

 銀行での困りごと事例を収集し、金融庁主

催「障がい者団体と金融機関関係団体との

意見交換会」を提出 

 TICAD9テーマ別イベントにアヤソウDPI

世界副議長が登壇し、アフリカのSDGsの

状況を発表 

・ 国土交通省が「建築プロジェクトの当事

者参画ガイドライン」を策定 

 文部科学省が「学校施設におけるバリア

フリー化の一層の推進について（通知）」

を発出 

 厚生労働省が障害者雇用の除外率につ

いて対象業種を10ポイント縮小 

脱施設ロードマップ案とりまとめ  

ユース 

●​ ECOSOC Youth Forum 2025へ

日本代表団として参加 

●​ SDGs Youth Summit 2025を対

面開催 

●​ Youth TICAD (@TICAD9) 開催

におけるコアメンバー 

●​ HLPFに日本政府代表団、UN Youth 

Delegateとして参加。 

●​ 第9回北東アジアマルチステークホル

ダーフォーラム（NEA）への参加 

●​ COP30への派遣 

●​ 次世代のSDGs推進プラットフォーム

への参画 

【成果】 

●​ 国内のユースの声を徴収し、国際会

議へと活動の幅を拡大 

●​ 国内及び海外のユースとの交流や

協力の促進 

 

【提言】 

●​ JYPSが日本代表として加盟する

北東アジアユースのコアリションで

あるSYC-NEAによるYouth 

Statement @NEAフォーラム 

[SYC-NEA] Youth 

Statement on SDGs_2025 

ジェンダー 

●​ ジェンダーユニットML（個人・団体など

合わせて約750名参加）での参加者間

の情報共有及び意見交換の発信 

●​ 第6次男女共同参画基本計画のパブコ

メにおいてパブコメ提出呼びかけ、幹事

団体によるオンライン勉強会を実施 

【成果】 

ジェンダーに関する、個人や団体が集い、

情報発信や意見共有するプラットフォー

ムとして定着、安定的な運営が行われて

いる。 

 

【提言】 

●​ 特になし 

国際保健 

●​ GII/IDI懇談会（外務省国際保健政

策室との会合）5回開催 

 

●​ グローバルヘルス戦略フォローアッ

プ意見交換会を1回実施（7月） 

 

●​ 複数の所属団体が第9回アフリカ開

【成果】 

●​ グローバルヘルス戦略：市民社会と

して、策定プロセスに続いてフォ

ローアッププロセスにも参画。民間

セクターと市民社会の連携、第３期

健康・医療戦略等について、内閣官

房健康・医療戦略室と意見交換し

た。 
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発会議（TICAD9）でテーマ別イベン

ト開催（8月） 

 

●​ 提言書「『ヘルス・ワークス』イニシア

ティブと『国家保健コンパクト』」、「

UHC ナレッジ・ハブに関する市民社

会の提言」を作成。財務省、厚労省、

世界銀行ナレッジ・ハブ事務局に手

交。（11月） 

 

●​ 主要な援助国の援助政策の方針転

換に直面するなか、定期的な対話

や提言書、イベント等を通して、日

本政府のグローバルヘルスにおけ

るリーダーシップと支援継続を働

きかけた。 
 
【提言】 

●​ 最も疎外され周縁化されたコミュニ

ティを優先した「誰も取り残さない 

UHC」。UHCナレッジ・ハブはそれを

可能にするものに 

●​ 日本のグローバルヘルスの取り組みの

継続・発展 

環境 

・5/2 ユニット会合開催​
・気候変動SB62参加（JACSES他）​
・SDGsジャパン「SDGsケーキその後」動画作

成に協力（家族農林漁業プラットフォーム・ジャ

パン、JACSES、NatureLit Japan）​
 ・HLPF2025参加及びSDGsジャパン関連

会合（「VNRからみる日本のSDGsのこれか

ら」等）登壇（JACSES）​
 ・SDGsに関する北東アジアマルチステークホ

ルダーフォーラム参加（JACSES）​
 ・国連第2回社会開発サミット（WSSD2）及び

外務省との事前会合参加（JACSES） 

・ラムサール条約COP15及び関連会合に参加

者を派遣＋報告会開催（IUCN-J) 

・10/3 水田の生物多様性、環境保全の農業政

策セミナー協力（EPC） 

・10/9-15　IUCN世界自然保護会議参加・参

加支援（IUCN-J） ​
 ・気候変動COP30参加（JACSES他）​
 ・12/19 COP30フォローアップセミナー「気

候変動と水」開催（ウォーターエイドジャパンと

JACSES共催） 

・「市民活動重大ニュース2025」環境・自然保

護分野執筆協力（日本野鳥の会、気候ネット

ワーク、EPC） ​
 ・WSSD2及びCOP30報告動画作成へ協力

（JACSES） 

・2/4 環境団体新春交流会 参加 ​
 ・2/27 SDGs ジャパン主催『SDGsジャパン

のこれまでとこれから〜市民社会からSDGs

達成にできること〜』登壇（JACSES）​
 今後のユニット活動の検討会合開催（ユニット

幹事団体） 

【成果】 

・HLPFや北東アジアフォーラムへの参加に

よって気候変動問題をはじめとする環境問

題について情報発信し、開発やジェンダー

など他ユニットとの情報交流を図った。 

・気候変動、農業、生物多様性に関して関連

会合への参加と情報交流を図った。 

 

【提言】 

・VNRに対するコメント（6月） 
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防災・減災 

・2027秋に仙台で予定されているアジア太平

洋防災閣僚級会議に向けて、内閣府参事官と

面会し、市民社会の効果的な参画に向けての

今後の連携について協議。 

・2025年9月に新潟で開催のぼうさいこくた

い2025にて、セッション「超高齢社会で考え

る避難のあり方 〜世代をこえた共助へのヒン

ト〜 」を開催。 

・同年12月にバンコクで開催のアジア地域人

道パートナーシップ週間会議に際し、セッショ

ン「早期警戒から早期行動へ 」を開催。 

・２０２６年２月にバンコクで開催のアジア太平

洋持続可能な開発フォーラムに参加。 

・202６年3月に仙台で開催の仙台防災未来

フォーラムにて、分科会「誰ひとり取り残さな

いコミュニティ主導型防災・減災」を開催。 

【成果】 

・２０２７年の会議は１～２万人の参加が予

想される大規模なものであるが、内閣府の

担当部局と接点をもつことができ、これか

らの準備に向けて有意義な場となった。な

お同部局は防災庁に移管される予定となっ

ている。 

・アジア地域の国際会議に際し、日本の防災

文化や習慣そのものへの関心の高さを実

感するとともに、新たに連携をとる団体が

生まれた。 

 

【提言】 

・スポットライトレポート事業ユニットからの

提言（日本のVNRに対する提言） 
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教育 

●​ SDG4教育キャンペーンを実施し、

SDG4に関する国内・国際課題につい

ての政策についての政党アンケートを

実施した。政党アンケート結果につい

ての市民の投票を行い、5,100名が

参加した。結果をもとに、子ども・ユー

スの代表が4つの主要政党および文科

省、外務省、防衛省、子ども家庭庁と意

見交換を行った。 

●​ 第9 回アフリカ開発会議（TICAD 9)

で「危機状況下における教育支援と

ジェンダー平 等」をテーマとする公式

テーマ別イベントを開催した。  

●​     JICA、コンサルタントとともに「教

育協力ウィーク」を共催した。 

【成果】 

●​ 補正予算により、ECW への日本政

府の拠出の増額が決まった。 

【提言】 

【国内課題】 

● ターゲット4.1： 不登校、いじめ、学校で

の暴力への取り組みを強化すべき。教員の

過重労働の軽減、給与・労働条件を改善す

べき。 

● ターゲット4.5： 外国籍の子どもに対し

ても小中学校を義務教育とすべき。インク

ルーシブ教育を普及し、学校施設のバリア

フリー化を推進すべき。 

● ターゲット4.6： 科学的な全国成人識字

調査を実施すべき。早期にすべての都道府

県の県庁所在地、政令指定都市、中核都市

に1校以上の夜間中学校を設置すべき。 

● ターゲット4.7： ESDを含むターゲット

4.7が教育政策、カリキュラム、教員養成や

教員研修、および達成度評価において主流

化されるように、政策・制度・予算を充実さ

せるべき。 

【国際課題】 

● ECWおよびGPEを含む多国間機関を

通じた教育協力を強化すべき。 

● OECD/DAC諸国平均（7.3%, 2019

年実績）と比べて極めて低いODA総額に

占める基礎・中等教育の援助額割合（2.8

％）を大幅に増額すべき。 

● 実施手段4.a： 米国も2025年１月に賛

同した、学校を攻撃の対象とせず軍事目的

として利用しないことを目指す「学校保護

宣言」を早期に賛同すべき。 
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ビジネスと​
人権 

1) ビジネスと人権に関する啓発と政策提言、

法制化に関する議論の促進 

・ビジネスと人権に関する行動計画（NAP）や

法制化に関する情報収集・分析、啓発、政策提

言を継続した。様々なイベントの共催や登壇を

通じて発信を行った他、日本政府のVNR（自

発的国家レビュー）の報告書に対する評価コメ

ントをまとめた。 

・市民社会のイニシアティブによるNAP指標作

成プロジェクトへの協力や、ステークホルダー

エンゲージメント促進に向けた連続勉強会の

共催、国連ビジネスと人権ワーキンググループ

議長との意見交換など、国内外の多様なス

テークホルダーと連携し、ビジネスと人権の取

り組みを促進した。・「組織ガバナンスと人身売

買・強制労働・現代奴隷に関する国際規格（

ISO37200）」の策定に向けた日本規格協会

の人権関係規格検討委員会に参加し、エキス

パートとして作業部会（TC309の作業部会10

）への参加、コメント提出を行った。また、政府

主催の「サプライチェーン等における人権尊重

取組適合性評価制度検討会」に参加した。  

2) ビジネスと人権に関する行動計画（NAP）

のフォローアップ・プロセスへの参画 

・「ビジネスと人権に関する行動計画推進円卓

会議」および同作業部会に継続的に参加し、市

民社会の視点からのインプットを行った。202

５年度はNAP5カ年計画の最終年となったた

め、他のステークホルダーとの連携のもと、

NAP改定プロセスに関する共通要望書を提出

した。またNAP4年目レビュー報告資料案およ

びNAP改定版原案へのコメントを集約して提

出した。 

【成果】 

・社会的に脆弱な立場に置かれ、企業から

の負の影響を受けやすい人びとの視点か

ら、ビジネスと人権の現状や課題に関する

啓発や発信、ビジネスと人権に関する行動

計画（NAP）へのフォローアップ・改定プロ

セスをはじめ、国内外の様々なステークホ

ルダーと連携し、ビジネスと人権の取り組

みを促進した。 

 

 

【主な提言】 

1. ビジネスと人権に関する国内の啓発強

化 

２．定性的・定量的な指標の設定 

３．ステークホルダー・エンゲージメントの強

化 

４．人権デューディリジェンスの法制化に向

けた取り組みの促進 

５.　国内人権機関の設置、救済の体制整備

に向けた議論の促進 

 

 

 

【活動の概要】 

１．政策提言事業（財政基盤：地球環境基金ひろげる活動助成金） 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　→３年間の助成金活動による最終報告書はこちらから 
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■目標の実現に寄与する望ましい成果(アウトプット)(部分) 

・VNRへの見解の発表(1回) 

・行政府と市民社会との会合(2回) 

・政党/議員と市民社会との会合(1回) 

・政策提言集の発表(印刷物&データ) 

・政党アンケートの実施・結果の発表 

・国連機関と連携したイベントの開催(1回) 

・マルチセクターネットワークと連携したイベントの開催(1回) 

・アジアを始めとした諸外国のCSOsと連携したイベントの開催(1回) 

 

政府（SDGs推進本部事務局に向けた政策提言活動） 

5月１３日 SDGs推進円卓会議（自発的国家レビュー（VNR）のパブリックコメントに関す

る意見交換 ） 

１月１６日 
SDGs推進円卓会議（残り５年間におけるSDGs達成に向けた取組の加速に関

する意見交換 ） 

４月１０日 VNR報告書に対するパブリックコメントガイド（内容編）を公表 

　４月２５日 
日本政府「VNR報告案」への事業ユニットおよび会員のパブリックコメント

のまとめを公表 

７月２３日 日本政府の自発的国家レビュー（VNR）に関するコメントを発表 

10月30日 第2回世界社会開発サミットに向けて外務省と意見交換 

11月13日 

国連ハイレベル政治フォーラム（HLPF）2025 SDGs自発的国家レビュー報

告会 、beyond2030 SDGs未来戦略会議（外務省、UNDP主催）に大橋共

同代表理事が登壇 

 

政党/議員に向けた政策提言活動 

７月４日 参議院選挙に向けたSDGsに関する政党アンケート結果を公表 

10月16日 れいわ新選組　伊勢崎賢治参議院議員との面会 

10月29日 立憲民主党　桜井シュウ衆議院議員との面会 

11月12日 高市新首相の所信表明演説にコメントを発出 

11月20日 自民党　牧島かれん衆議院議員との面会 

１月３０日 第５１回衆議院議員選挙SDGsに関する政党アンケート結果を公表 

２月２７日 高市首相の施政方針演説にコメントを発出 
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その他 

６月２３日 HLPF直前。SDGsの現在地ー多様なステークホルダーの視点で日本の

VNRを考える（イベント） 

６月３０日 SDSN「持続可能な開発報告書２０２５」へのコメントを発表 

７月２３日 NYからの発信。市民社会メンバーが見た「HLPF２０２５」（イベント） 

７月２９日 VNRから見えてくる日本のSDGsのこれから（イベント） 

８月１３日 国連「SDGsレポート２０２５」に対するコメント発表 

9月 4日 第1回ビヨンドSDGs官民会議（Keio STAR主催）に三輪共同代表理事、山口

理事       （JYPS）が登壇 

10月22日

−23日 

SDGsに関する北東アジアフォーラム＠モンゴルへ出席 

11月 4日〜7

日 

第2回世界社会開発サミット＠カタールへ出席 

11月 5日 
第2回世界社会開発サミット会場（於：カタール・ドーハ）で外務省担当課長と

面談 

12月1日 アリシャバナ ESCAP 事務局長との意見交換会：アジア太平洋における

SDGsの実施とBeyond SDGsへ出席（Keio STAR主催） 

１月２７日 
『SDGs虎の巻』を公開ー日本の１０の地域からの提案、実践のためのヒン

ト集ー 

１月２９日 地域イノベーション×SDGs全国オンラインセッション実施（イベント） 

２月２４日～２

７日 
アジア太平洋持続可能な開発フォーラム（APFSD）＠タイへ出席 

３月６日 
【緊急声明】イランへの武力行使を受け平和こそが持続可能な開発の基盤

であることを訴えるを発表 
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■2025年度重点トピックス 

【日本政府持続可能な開発目標（SDGs）に関する自発的国家レビュー（VNR）2025に対するアドボ

カシー活動】※2024年度からの継続活動 

1．目的 

4年に1度開催される、日本政府の自発的国家レビューの機会に、市民社会視点のSDGs進捗

報告と提言を作成し、一般のSDGs理解の深化とVNRプロセスへの参画をすすめる。 

SDGsを担当する外務省地球規模課題総括課と、意見交換等のやりとりを通じて連携を行い、国

のVNR報告書にも市民目線の進捗報告が反映されるよう努める。また、国際的にも他の市民社

会組織とのネットワークや連携強化を行う。 

２．概要 

​ 2025年7月の国連発表に向け前年12月から始まる日本政府のVNRプロセスに有意義に関

われるよう、逆算して活動を計画した。まず、2024年7月の国連HLPFに参加し、各国の政府

VNR発表や市民社会の動きを見聞した。９月より約130の会員団体（ネットワーク含む）に専門領

域で過去4年みられた進捗や法規改正情報を募った。事業ユニット幹事を中心にVNRチームを結

成し、市民目線での各ゴール達成状況評価を執筆割り振りし、ゴール横断的に活動する１１事業ユ

ニットごとに提言を作成した。これらを「SDGsスポットライトレポート2025」として2025年2月

に出版・無料公開した。 

政府のVNR編纂を担当する外務省地球規模課題総括課とは４回の非公開会合・1回の公開イベン

ト招聘で意見交換を行った。また、SDGsジャパンからSDGs推進円卓会議に参加する委員を通

じて、政府報告書にも市民社会の視点を入れ込むことができた。2025年3月に外務省主催で開

催されたステイクホルダー会合には、プログラム作成および分科会ファシリテイター派遣等で協力

し、多くの会員が参加した。2025年3月から1ヶ月のパブリックコメント募集期間には、一般に向

けてパブコメガイドを２本発出し、広く参加を呼びかけるとともに、SDGsジャパンからもパブコ

メを提出した。 

 

【国連プロセスにおける市民社会スペースでの活動】 

1.​ 目的 

近年、世界中で市民社会の活動の場（以下、市民社会スペース）が急激に狭められているとい

う、民主主義の危機とも言える状況が広がりつつある。締約国によって成り立つ国連の場でも、市

民社会スペースがコロナ禍が過ぎてもなお限られており、各種会議プロセスへの参画度合いが低

減されている。その様な中で、北東アジア準地域からの市民社会組織の参加はとくに少なく、この

地域の存在が可視化されにくい現状がある。日本の市民社会が国連や国際会議の場に主体的に

関わり貢献することで、日本ひいてはこの地域の市民社会の存在と役割を、国際的にあらためて

位置付ける必要がある。また、参加のための議論と、報告を通じて、日本国内にも国際的な市民社

会の潮流を共有し、グローバルなつながりを醸成していく。 

2.​ 概要 
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2024年に引き続き、2025年7月開催のHLPFにむけて、日本のSDGsに関わり、ECOSOC協

議資格をもつNGOとして、対面・オンラインで設けられた一連の国連プロセスに積極的に参加し

た。まず、10月に韓国・仁川で行われた「北東アジア準地域・持続可能な開発フォーラム」に、国連

Major Groups and Other Stakeholders（以下MGOS）のNGOグループの一員として日

本から参加した。2025年2月には「アジア太平洋地域の持続可能な開発フォーラム」に参加し、事

業ユニット幹事で構成されるVNR対応チームのリーダーが、サイドイベントでVNRへの市民社会

の参画について発表を行った。両機会とも、国連主催の会議日程の前後に市民社会が主催する

ネットワーク会議が企画されており、それらに参加することで、特にアジア地域のCSOやネット

ワーク組織とVNRについての情報交換を行うなど、連携を一層深めることができた。これらの活

動については、現地中継や帰国報告会を行い、国内に還元している。 

→動画にて、国際会議報告を配信 

SDGs市民社会ネットワークユーチューブチャンネル 

https://www.youtube.com/@sdgsjapan0227​  

 

 

【NPOのSDGs全国調査PJ】＊地域ユニット主導 

事業名称：NPOが「誰一人取り残さないSDGs」の達成に向けた活動を他組織と連携して実施するための対

話とエンパワメントを重視した調査研究事業とその結果を活用したNPO研修開発事業 

事業目的：SDGsの達成を市民社会から加速するための実態調査と 

　　　　　　　政策提言活動団体の基盤整備および人的ネットワークづくり 

2025年度の活動成果：＊報告書より 

2026年4月30日報告 

 

■事業成果■ 
１）11月から２ヶ月にわたって「未来へ向けて市民の言葉を重ね合う全国ダイアログリレー」を全国８ヵ所で開催

し、各地で合計43団体・160名と対話を実施した。講師と受講生という形を取らずに対話の形式を取ったこ

とで、今後の地域プラットフォームの土台となることが期待されるケースや、互いの言葉から気づきが促され

ることでSDGsの本質的な理解が進み継続的な実践のきっかけが作られたケースなどが見られた。 

 

２）冊子『SDGs虎の巻〜地域の暮らしと地球をサステナブルにする未来に向けた実践と指針〜』を発行した

（冊子1000部、データダウンロード103件※令和8年3月末日時点）。これにより地域における本質的な

SDGsの実践を広範に広めていくためのコンテンツができ、ダイアログリレーやフォーラムでも活用された。

また、編纂プロセスにおいてキーワードとして「地域プラットフォーム」「RBA（権利基盤アプローチ）」「変革」

「高質な田舎」の4点を整理することができた。 
 

３）1月29日に『地域イノベーション×SDGs 全国オンラインセッション〜クロスセクターで描く地域の2030ビ

ジョン〜』と題してzoomによるウェビナーをベースに全国９ヵ所をサテライト会場としてつなぎ、当日視聴、

アーカイブ視聴登録合わせて211名の参加を得た。市民活動団体だけでなく、行政関係者から全体の1割強

に当たる25名、企業関係者からも21名の参加があり、地域の取り組みにおけるクロスセクターの重要性を

伝えることができた。 
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助成元：社会福祉法人中央共同募金会「赤い羽根福祉基金」1000万（上限）×3年採択 

 

 

 

２．連携推進事業（担当：星野） 

2025年度活動方針 

方向性： 

●​ 企業・民間団体との連携事業によるSDGs達成に向けた行動促進 

●​ 情報交流の機会を通じた会員や非会員との連携促進 

●​ 他セクターとの連携による新事業の開発 

 

達成目標： 

●​ セミナー等の協力団体の新規開拓 

●​ 会員、企業会員を増やす 

●​ 会員交流の機会の創出 

 

具体的な事業： 

●​ 中堅企業を対象とした事業構築 

●​ ポスターなどのコンサルティング 

●​ 2025アクション戦略会議（現事業と中長期計画についての戦略会議） 

●​  

 

１）事業内容：講師派遣、書籍・ポスターなどのコンサルティング 

●​ 成果：SDGsトレインの継続的な監修の他、企業研修などへのコンサルティング、および自治体や諸

団体の審査委員としての協力・参加を行った。 

●​ 課題：講師派遣の依頼件数は減少傾向にある。一定程度のSDGs普及啓発ができたためと考察し

ている。内容や対象を変えるなど対策を検討する必要がある。 
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２）事業内容：SDGs市民カレッジ2025 法政大学公共政策研究科「SDGsへの招待」 

●​ 実施日：2025年9月20日～11月8日（全7回） 

●​ テーマ：SDGsへの招待 

●​ 成果：SDGs市民カレッジ2025を大学と共催するという形で実施できた。５Pを各回のテーマと

し、ネットワークする有識者を招いて受講生とのディスカッションを行った。 

●​ 課題：本講義を受講する大学院生に限定されるため、広く聴講者を募ることはできなかったが、社

会人である大学院生が各所でSDGs達成に向けた知識・知見を蓄積することに貢献できた。 

 

３）事業内容：SDG採択10年 

https://www.sdgs-japan.net/single-post/eventreport-sdgs10thanniversary 

 

●​ 実施日：2025年9月2５日 

●​ テーマ：アジェンダ２０３０採択１０周年記念イベント 

●​ 成果：対面のみのイベントとして株式会社Tellingの協力を得て実施し、６０名の多様なメンバーと

SDGsの未来についてダイアログを開催 

●​ 関連：SDGsウェディングケーキその後の動画を公開

https://www.youtube.com/watch?v=1N7GCXcohlU 

●​ 朝日新聞SDGsAction!に三輪共同代表理事のインタビュー掲載 

　　 

 

４）その他共催や主催したイベントなど 

　　協同組合団体との協働 

国際協同組合年実行委員会に参加（大橋）、連続講座への協力 

7月5日協同組合フェスでのシンポジウムに登壇 
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　＜現在連携しているステークホルダー＞　※主なものを抜粋 

民間企業 

・阪急阪神ホールディングス、東急グループ（SDGsトレイン監修） 

自治体 

　・足立区、江東区（助成金審査員/アドバイザー） 

国連関係 

　・ジャパンSDGsアクション推進協議会 

　・グローバルコンパクトネットワークジャパンSDGsタスクフォース 

社会セクター 

　・(アカデミア)Future Earth 

　・日本協同組合連携機構（JCA）／国際協同組合年実行委員会 

　・法政大学大学院 

　・NGO労組協働フォーラム 

 

委員関係 

・日本政府SDGs推進円卓会議（三輪） 

・SDGsアクション推進協議会（三輪） 

・朝日新聞外部コメンテーター（長島） 

・「STI for SDGs」アワード（新田） 

　　・グローバルコンパクトネットワークジャパン（働きがい・人権部会）（新田） 

 

審査委員 

　ジャパンSDGsアワード、大学SDGsACTION！AWARDS、STI for SDGsアワード、中央共同募金

会「居場所を失った人への緊急活動応援助成」」、家の光SDGs事例発表会、全国珍味連合会SDGsア

ワード、経団連UWC審査員 
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３．普及啓発事業（担当：長島、12月より松野） 

方向性： 

●​ 団体としての活動（政策提言・連携事業）の活動の広報 

●​ 他セクター連携のきっかけとなる話題の提供とつながりの構築を通じ、「誰一人取り残さない」目標

の達成のための基盤とインプット先を作る。 

 

達成目標： 

●​ メディア掲載の増加：メディア掲載の増加（取材数・プレスリリース配信数・ウェブマガジン発行数の

増加） 

●​ 訴求メッセージ（「続かない世界から続く世界へ」）を中心に据えたマス動員向けイベント/キャン

ペーン企画 

●​ SDGsジャパンの政策提言活動の礎となる研究活動の推進。SDGs＆Beyond2030研究会の運

営 

 

 

●​ 事務局へ普及啓発に関わる業務の移転 

●​ オウンドメディアでの情報発信 

○​ HPでの記事発信 

○​ ウェブマガジンの発行(不定期→月2回発行へ) 

○​ SNS配信 

●​ メディアと連携した継続的・分野横断的な情報発信の場づくり 

○​ 朝日SDGsACTION連載＋イベント開催​
4/10イベント北京＋３０開催 

○​ その他随時更新（事務局で所管） 

●​ 書籍「SDGs基本解説２０２５」販売（継続） 

●​ 9/25公開　SDGsウェディングケーキ映像第二弾制作 

●​ SDGs＆Beyond研究会 

 

●​ SDGs＆Beyond研究会→議員との勉強会企画として統合を試行 

○​ マルチステークホルダー（研究者、活動家、弁護士、会社員、NGOスタッフ、団体職員な

ど）による議論の場（＝フォーラム）を形成し、SDGsジャパンでは十分に議論されてこ

なかった人権や格差、貧困など、今後さらに追及すべき論点や、今後活発化するであろ

うビヨンドSDGsを見据えた市民社会からの論点抽出を行うことを目的に研究会を設

置、運営を開始。 

議論のポイントは①SDGsを2030年までに達成するにはどうすべきか、②ビヨンド

30に必要な概念や議論は何かの2点を中心とする。 

○​ コアメンバー：​
大橋正明（SDGsジャパン代表理事） 

長島美紀（SDGsジャパン理事）事務運営を担当 

新田英理子（SDGsジャパン事務局長） 

山内康一（元衆議院議員） 

藤谷健（朝日新聞社） 

小沼 大地（NPO法人クロスフィールズ共同創業者・代表理事） 

畠山澄子（PEACEBOAT共同代表） 

 

 

 

 

普及啓発事業の課題 
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●​ オウンドメディア（ホームページ）：２０２６年４月にリニューアル予定 

○​ サイト閲覧数は前年比約3.7倍（約20万PV）に拡大。訪問数・ユーザー数も約4倍に伸

長。 

○​ ユニークユーザー数が多くリピーターが少ない状況は継続。多くのユーザーが一度サイ

トを訪れるものの、再訪する動機や魅力が不足している状態 

●​ メディア連携の課題 

○​ 2025年度は定期配信メディアを獲得したが、特定のメディアに偏向している可能性​
2026年度からは定期配信の大手メディアなし。 

●​ SB研の今後 

○​ SB研の出口戦略の課題→議員との対話における活路を模索したが、結論としては、対

応ができなかったが、２０２６～２０３０の行動計画に反映。 

●​ 情報発信のワーディング（キーワード） 

○​ プレスリリースなどの転載などを見る限り「市民社会」「見解」「対話」などを用いたリ

リースはリーチが厳しい。書き方など精査が必要​
→リリース送付先の見直しを行い、転載数が上昇 

 

４．ネットワークの運営に関する活動 
（実施部門：事務局管理部門） 

１．会員関連 

２．会議関連 

会議の実施 日時 内容等 

1.​ 定時社員総会 2025年6月23日（月） 

1７:00-1９:０0 

【決議】2024年度事業報告および 2024年度決算

の討議・採択 、理事の選任 

【報告】2025年度事業計画および 2025年度予算 

2.​ 理事会 1)​ 2025年5月27日（火） 

1０:０0-1２:３0 

【決議】2025年度総会招集、2024年度事業報告

（案）、2024年度決算（案）、事務局体制、役員リスト

（案） 

【協議】2023年度までのロードマップ案について 

【報告】2025年3月～4月の事業報告 
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会員種

別 

 

2017

年度 

2018

年度 

2019

年度 

2020

年度 

2021

年度 

2022

年度 

２０２３

年度 

2024年

度 

 

2025年

度 

正会員 51 66 74 74 76 76 69 71 67 

ネット 3 3 3 3 3 3 ３ 3 3 

情報 19 34 33 44 50 47 46 43 45 

団体 3 4 6 6 6 5 ４ 4 5 

企業 0 3 8 13 13 10 ７ 7 6 

合計 76 110 124 140 148 141 １29 128 125 



 

 ２）2025年6月23日

（月） 

１９：００－１９：１５ 

【決議】代表理事の互選 

 ３）2025年９月22日（月） 

1０:00-1２:30 

【決議】2025年度の予算の修正について⇒否決 

【協議】理事アンケートをベースとした2030年まで

のロードマップ案について 

【報告】事業報告(５月-８月)、収支経過報告 

 ４）2026年1月６日（火） 

1０:０0-1２:３0 

【報告】事業報告(９月-12月) 

【報告と協議】資金の状況と見直し、補正予算作成の

遅れに関して、規則類の作成の進捗について、

SDGsジャパンの今後5年の動きについて 

 

 

 

５）2026年3月26日（木） 

1８:３0-21:00 

【決議】2026－2030年行動計画案について 

2026年度事業計画と予算について 

【報告】事業報告(1月-2月)、2025年度の決算見込

み、高市首相施政方針演説へのコメントおよびイラ

ンへの攻撃に対する緊急声明および　　　　　　　　　

SDGsジャパン9周年イベント（APFSD出張報告）

について 

3. 事業ユニット幹

事会議 

毎月実施 ●​ 共同代表理事、事業ユニット幹事、事務局が出席 

●​ 事業ユニットから進行役3名と事務局で進行を協

議し、運営、特に政策提言事業に関して執行 

4. 業務執行会議 隔週で実施 共同代表理事、事務局内各事業部門担当、事務局長

が出席し、日常業務の進捗確認の実施 

5. 拡大事務局会議 隔週で実施 事務局内各事業部門担当、事務局長が出席し、日常

業務の進捗確認の実施 

6. 事務局会議 毎週実施 事務局内事業部門会議と、運営業務会議を別で実施 

 

３．販売管理業務 

種別 2025年度売上 販売数 

基本解説 そうだったのか！SDGs2025 ２２９，６５７円 218冊（献本46冊) 

 

４．会計管理 

日常会計を会計王というソフトから、TKCクラウド版にDXし実施。 

 

５．インターン受入れ 

●​ NPO法人ドットジェイピーのプログラムより夏季に大学生2名、冬季に大学生2名を受け入れた 

○​ 業務内容：政策提言業務を中心とした事務局業務 

○​ 勤務期間：2ヶ月間、事務所勤務（週2日）午前10時〜午後5時 

 

６．HPやSNS等の情報受発信管理（→普及啓発事業に掲載）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　以上（2026年6月22日総会にて採択） 
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